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目下、緊迫するウクライナ情勢について、Holman Fenwick Willan LLPから別紙のレタ
ー（以下「HFWレター」といいます。）が提出されているところですが、これを踏まえ
て、特にメンバーの皆様がおさえておくべきポイントにつき、日本語にて、次の通り、

コメントさせていただきます。

なお、本コメントは、HFWレターの単純な日本語訳ではなく、HFWレターの内容を
参照しつつ、当職ら自身の見解も補足的に追加したものです。

HFW レターでは、主に、緊張状態にあるウクライナやロシアの港への航海、寄港等

の傭船者による指示について、定期傭船又は航海傭船契約上、船主がその指示を拒否す

ることができるのか、という観点からの検討がされています。

➀ 戦争危険条項（War Risk Clause）

傭船契約上、Conwartimeや Voywarのような戦争危険条項（War Risk Clause）が規定
されている場合、船主は、これを根拠に、その港への航海等を拒否することが可能とな

ります。

 その際に満たされるべき要件は、（当該条項の規定次第ではありますが、）「船長又は

船主の合理的な判断により、本船、積荷、船員等が戦争危険にさらされている可能性が

ある」と言えることです。

 「Triton Lark」の判例では、この可能性の要件について、「現実に発生する可能性」（real 
likelihood）が必要であると解すべきと判断されています。
 「現実に発生する可能性」については、信用性のある証拠に基づいて、合理的に判断

される必要がありますが、実際に、複数の船舶が現地で紛争に伴う物理的な損害を被っ

ていることからすると、「現実に発生する可能性」があると合理的に判断される可能性

が認められる余地は十分にあろうかと思われます。

 もっとも、現状、ウクライナ・ロシア代表団による停戦交渉が行われる予定である等、

日々の情勢が随時変化しているので、その時点における最新情報と証拠を確保・記録し

ておくことが重要であると考えます。

 また、今後、緊張状態にあるウクライナ又はロシアの港に航海することを決定した場

合、船主は、戦争危険に対する追加保険に関する傭船契約上規定された要件（傭船者に

よる当該保険への同意や承認を含みます。）が厳密に順守されていることを確認しなけ

ればなりません。

➁ フラストレーション

 英国法上、契約当事者の帰責性がなく事後的に契約目的が達成できなくなった場合に

は、契約を終了させて、契約上の義務から当事者を解放する法理（フラストレーション）

が認められています。
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 これは、コモンロー上の概念であり、契約上の規定によらずに発動できる法理です。

 フラストレーションが認められる場合、各当事者は、契約上の義務の履行を免除され

ることとなります。

 フラストレーションが認められるための要件は、➀予期しない事態の発生、    

➁船主と傭船者のコントロールを超える事態であること、及び③物理的に又は実務上、

傭船契約を履行することが不可能又は履行義務が傭船契約締結時の義務とは本質的に

異なる義務に変質したこと、とされています。

 なお、この要件の判断に際しては、単に義務の履行が難しくなる、不便になる等や、

義務を履行には重大な損失が伴う、という程度では、当該要件が充足されたとは言えな

いとされています。

 定期傭船の場合、航行可能な範囲が広く規定されているのが一般的であることを踏ま

えると、傭船者が危険地域以外の港を指定すれば足りると考えられ、フラストレーショ

ンが認められにくくなると思われます。

 他方、航海傭船の場合、具体的な陸揚港を指定しているのが一般的であるので、定期

傭船よりは、フラストレーションが認められる余地は広いと考えられます。

 もっとも、フラストレーションは、いわば最後の砦という位置付けでもあり、認めら

れるためには相当高いハードルをクリアする必要がある点に留意が必要です。

③ フォース・マジュール

 傭船契約上、フォース・マジュール（不可抗力）条項が規定されている場合、その条

項に定められた要件を充足するときは、当該規定に従って、契約当事者の義務が免除さ

れることとなります。

 前述の➁フラストレーションと③フォース・マジュールとの決定的な違いは、フラス

トレーションは契約上の規定に基づかないコモンロー上の法理である一方、フォース・

マジュールはあくまで契約上の規定に基づくものである、という点にあります。

 このような性質の違いにも関係しますが、フォース・マジュールによる主張をする場

合には、具体的に当該条項に規定された要件の充足性を検討するとともに、要件を満た

した場合の法律効果（法的な結果、権利変動）についてもその条項の規定どおりにしか

発生しないということになります。すなわち、フォース・マジュール条項に契約が終了

する又は当事者の義務の履行を免除する等の具体的な法律効果についての規定がない

限り、そのような法律効果が認められないということになります。

④ 非安全港

 通常、傭船契約には、傭船者によって安全港が指定される旨規定されており、指定港

が非安全港であると認められる場合には、船主は、傭船者によるその港へ航海の指示を

拒否することができ、また、その指示に従った結果被った損害の賠償を傭船者に対して

請求することができるとされています。

 「Eastern City」の判例において、安全な港とは、(i)関連する期間中、(ii)特定の船舶が、
(iii)入港し、港を利用し、出港でき、(iv)適切な航海技術及びシーマンシップにより避け
ることの出来ない危険にさらされることがない港をいい、また、(v)異常事態の発生によ
り危険となったとしても非安全港とならない旨判示されました。

 特に定期傭船においては、傭船者は、第一次には、港の指定時において、将来的に安

全であろう港を指定する義務を負うとともに、第二次的には、指定港が事後的に安全で

なくなった場合には、従前の指示をキャンセルし、新たにその時点において将来的に安
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全であろう港への指示をすべき義務を負うとされています。

したがって、仮にウクライナの港への航海指示の時点では安全港であると思われてい

た場合であっても、その後の情勢の変化によって、当該港が非安全港となった場合には、

その時点で、傭船者が別の安全港を新たに指定する義務が発生することとなり、船主と

しては、当初の指示を拒否し、傭船者に対して、別途有効な指示を求めることができる

ということになります。なお、傭船者が当初の指示に固執した場合、repudiatory breach
（履行拒絶）に当たることとなり、船主は、傭船契約を解除する権利を有することとな

ります。

 他方、航海傭船においては、基本的には、一度、港を指定した後は、それを変更する

ことはできないと思われます。仮に、諸事情を勘案して、船主・傭船者間で陸揚港を変

更する合意ができた場合には、船主は、B/L 又は Waybill 上荷主に対して負担する別途
の義務の違反にならないことを確認・検討する必要があります。

⑤ サンクション

現状、様々なサンクションがロシアに関連する法人・個人に対して課されているとこ

ろです。もしこのようなサンクションを理由に傭船契約の履行ができなくなった場合に

は、フラストレーションが認められることとなります。

 また、傭船契約にはサンクション条項が規定されている場合もあるので、当該サンク

ション条項の内容も確認する必要があります。

最後に、ウクライナ・ロシアの緊迫状態は、時々刻々とドラスティックに変化してお

り、その時点ごとに、具体的に検討する必要があることにご留意ください。

上記➀～⑤のうち、➁フラストレーション以外は、基本的には、傭船契約上の規定に

従うことになるので、具体的な文言をレビューし、法律要件と法律効果を吟味する必要

があります。

以上


